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医師確保対策について 



医師・歯科医師・薬剤師調査

人口１０万対医師数の年次推移

○ 近年、医師国家試験の合格者は毎年7,600～7,700人程度であり、死亡等を除いても、
医師の総数は毎年3,500～4,000人程度増加。
（医師数） 平成10年 24.9万人 → 平成18年 27.8万人

○ 人口10万人対医師数についても毎年増加。

211.7
217.5

206.1201.5196.6191.4
184.4176.5171.3

164.2157.3
150.6

141.5138.2
133.5129.4124.1121.2119.3118.4114.7111.3110.4105.9

0

50

100

150

200

250

S30 35 40 45 50 51 52 53 54 55 56 57 59 61 63 H2 4 6 8 10 12 14 16 18



二次医療圏別人口１０万人当たり従事医師数

○ 各都道府県内においても、県庁所在地など人口当たりの医師数が多い地域と、郡部など少ない地域が見られる。

平成１８年医師・歯科医師・薬剤師調査より作成

都道府県 二次医療圏
人口10万人当たり
従事医師数(県内)

県内での差 都道府県 二次医療圏
人口10万人当たり
従事医師数(県内)

県内での差 都道府県 二次医療圏
人口10万人当たり
従事医師数(県内)

県内での差

上川中部 288.6 石川中央 302.1 県南東部 289.5

根室 84.7 能登北部 120.6 高梁・阿新 136.2

津軽地域 258.4 福井・坂井 282.6 呉 279.7

西北五地域 97.9 奥越 108.5 広島中央 175.1

盛岡 254.4 中北 246.6 宇部・小野田 363.1

釜石 105.9 峡南 103.9 萩 154.9

仙台 296.0 松本 301.3 東部Ⅰ 315.9

黒川（※1） 70.5 木曽 130.7 南部Ⅱ 147.2

秋田周辺 258.1 岐阜 224.8 高松 283.5

湯沢・雄勝 108.6 中濃 123.9 小豆 149.8

村山 230.4 西部 212.9 松山 275.2

最上 127.1 中東遠 110.5 宇摩 148.1

県北 230.2 尾張東部 316.7 中央 301.3

南会津 86.8 尾張中部 72.6 高幡 133.2

つくば 305.0 中勢伊賀 235.0 久留米 399.4

鹿行 85.7 東紀州 135.2 京築 140.3

県南 260.8 大津 303.3 中部 303.9

県西 118.6 甲賀 109.6 西部 145.3

前橋 376.8 京都・乙訓 361.7 長崎 325.4

太田・館林 135.6 山城南 114.0 上五島 106.6

西部第二 232.6 大阪市 315.2 熊本 369.0

児玉 96.0 中河内 161.5 阿蘇 109.8

安房 294.5 神戸 262.7 別杵速見 285.9

夷隅長生 95.3 西播磨 139.9 臼津 118.7

区中央部（※2） 1,173.5 東和 253.7 宮崎東諸県 287.9

西多摩 126.3 西和 141.1 西都児湯 114.0

横浜南部 222.3 和歌山 324.9 鹿児島 329.2

県央 124.2 那賀 146.8 熊毛 104.3

新潟 218.4 西部 352.3 南部 245.1

魚沼 118.1 中部 182.5 宮古 144.4

富山 264.8 出雲 393.6 　　　※１　黒川（大和町、大郷町、富谷町、大衡村）

高岡 178.6 雲南 125.4 　　　※２　区中央部（千代田区、中央区、港区、文京区、台東区）

　　　※３　島しょ医療圏を除く。
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医師不足問題の背景

大学医学部（いわゆる医局）の医師派遣機能の低下
・ 大学病院に在籍する臨床研修医の割合 ７２．５％（平成１５年度）→４６．４％（平成２０年度）

医療にかかる紛争の増加に対する懸念

・ 医事関係訴訟新受件数（第１審）（民事）は増加傾向 ５７５件（平成８年）→９９９件（平成１７年）

病院勤務医の過重労働

○ 夜間・休日における患者の集中

○ 小児科医・産科医等の広く薄い配置による厳しい勤務環境

・ 病院常勤医師の平均勤務時間は週６３．３時間（含む休憩時間、自己研修・研究等に充てた時間）

・ 特に産科・小児科では２０代医師のうちそれぞれ７３．１％、５１．１％が女性医師

女性医師の増加

○ 出産・育児による離職の増加

・ 国家試験合格者に占める女性の割合が約３分の１となるなど、若年層における女性医師の顕著な増加

・ 女性医師にもいわゆるＭ字カーブが存在（３０代半ばでは約４人に１人が離職）

・ 病院と診療所の勤務医師数は共に増加しているが、病院勤務医師の割合は減少

平成１０年から平成１８年にかけての医師数の増加率 診療所 １３．６％＞病院 ９．９％



臨床研修医在籍状況の推移
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※ 研修医数については、各年度、国家試験合格発表後の厚生労働省医政局医事課調べの数字である。



○昭和２３年
卒後１年のインターン制度を開始

（GHQの指導）
○昭和４３年

臨床研修制度創設
（「努力義務」としての研修）

○平成６年
医療関係者審議会の提言

→ 「必修化、内容改善」

○平成１２年
医師法、医療法改正

○平成１６年
新制度の施行

旧制度の問題点

１．研修は努力義務

２．研修プログラムが不明確

３．専門医志向のストレート
研修中心

４．施設間格差が著しい

５．指導体制が不充分

６．研修成果の評価が不充分

７．身分・処遇が不安定
→ アルバイト

８．研修医が都市部
の大病院に集中

医師臨床研修制度改善のあゆみ

25
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産婦人科・産科医及び分娩取り扱い施設の推移

○ 産婦人科医数及び分娩の取り扱い施設はともに減少している。

（産婦人科医とは、産科及び産婦人科を主な診療科として医療機関において従事している医師）

産婦人科・産科医数の推移
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小児科医師1人当たりの搬送人員数

小児科医師数と救急自動車による7歳未満の搬送人員

○ 医療施設に従事する小児科医師数と救急自動車により搬送される7歳未満の搬送人員はと

もに増加傾向である。
○ しかし、医師1人当たりの搬送人員は増加していることから、搬送人員の伸びは医師数の伸

びを上まわっている。

救急・救助の現況、医師・歯科医師・薬剤師調査
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年齢別小児科医、産婦人科医数男女比

年齢別小児科医師数男女比
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年齢別産婦人科医師数男女比
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○ 近年、医師国家試験に占める女性の割合は約３分の１となっているなど、若年層における女性医師の増加
は著しい。（特に産婦人科で顕著）

○ 全医師数に占める女性医師の割合は16.5%、全小児科医師数に占める女性の割合は31.2％、全産婦人
科医師数に占める女性の割合は21.7％となっている。

（出典）平成16年大臣官房統計情報部 医師・歯科医師・薬剤師調査



医療事故に係る紛争の状況
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（黒川清，大学病院革命，日経BP社，2007より）
出所：日経テレコン２１
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※ 平成16年までの数値は、各裁判所からの報告に基づくものであり、概数である

（事件数は最高裁判所ウェブサイトより）

医事関係訴訟事件新受件数（第1審）（民事）



医 師 確 保 対 策 の 推 進

一定の地域や診療科において、医師不足が深刻になっている

状況から、国民が安心して地域において必要な医療が受けられ

るよう、「緊急医師確保対策」に基づき、医師派遣システムの

構築、病院勤務医の過重労働を解消するための勤務環境の整備、

医療リスクに対する支援体制の整備等、実効性のある医師確保

対策の更なる推進を図る。

平成１９年度
予算額約９２億円

○ 医師派遣体制の構築・推進 ６．６億円

・都道府県が医療対策協議会における検討に基づき実施する医師派遣に対する支援

・国レベルで緊急臨時的な医師派遣を行う体制の整備

○ 医師派遣に協力する病院の診療体制の強化 １５億円

・国や都道府県の決定した医師派遣に協力する病院の診療体制の強化等を図るために
必要な経費を補助する事業の創設

１．医師派遣システムの構築 ２１億円

○ 医師交代勤務導入等による勤務環境の整備 ４．８億円

・交代制勤務、変則勤務制等を導入する病院への補助事業の創設

・病院勤務医の事務を補助する医療補助者の配置を推進

○ 産科医療機関への支援 １２億円

・産科医療機関が減少している現状にかんがみ、産科医療機関への財政的支援を
実施する補助事業の創設

○ 助産師の活用 １．６億円

・産科を有する病院・診療所における「院内助産所」等の設置を支援する事業の創設

○ 小児救急病院における診療体制の確保等 ３０億円

・小児の二次救急医療を担う病院の休日夜間における診療体制や小児救急電話相談
事業（＃８０００）の確保等

２．小児科・産科をはじめとする病院勤務医の勤務環境の整備等 ５３億円

○ 医師再就業支援事業（女性医師バンク） １．６億円

・女性医師バンクの体制の充実を図り、女性のライフステージに応じた就労の

支援等の実施

○ 女性医師の復職研修支援の推進 ３．９億円

・女性医師の復職に向けて病院等で行われる研修等を支援する事業の創設

○ 病院内保育所運営事業 １５億円

・女性医師等が子育てと診療等の両立のための支援が推進されるよう事業の拡充等

３．女性医師等の働きやすい職場環境の整備 ２１億円

・都市部の臨床研修病院の研修医が一定期間医師不足地域等で研修を行うことへの

支援や、医師不足地域等における研修医の確保が容易となる事業の創設及び医師

不足地域等における指導医に係る経費について重点的な支援を行うことによる地

域医療体制の確保等

・産科医療補償制度創設後における一定の支援、診療行為に係る死因究明制度の

構築に向けたモデル事業の拡充等

・今回改定の基本方針に、医師確保対策として、産科や小児科をはじめとする病院

勤務医の負担の軽減を重点的に図ることについて、緊急課題として位置付け

・地域定着を条件とした奨学金等医師確保対策にかかる地方単独分事業 ８０億円

・医師確保対策にかかる補助事業の地方負担分 ９３億円

４．医師不足地域における研修の支援等 ６１億円

５．医療リスクに対する支援体制の整備 ２億円

※ 診療報酬による対応

※ 地方財政措置による対策 １７３億円（１９年度 １２０億円）

平成２０年度
予算約１６１億円



医師確保のための具体的な取組み～緊急医師確保対策～について

○医師不足地域や診療科で勤務する医師の養成のための医学部定員の暫定的増加

・緊急臨時的医学部定員増：各都府県５名（北海道１５名）９年間（公立大学は１０年間）

・養成数が少ない県の医学部定員増：神奈川県・和歌山県を対象に２０名ずつ（恒常的措置）

○大学医学部における地域枠の拡充を要請（Ｈ１９年５月時点で１９大学１６５人）

※この他平成１８年８月にも医師不足の特に著しい１０県を対象に各県１０名１０年間の定員増を決定

６．医師不足地域や診療科で勤務
する医師の養成の推進

○産科補償制度の速やかな実現

○診療行為に係る死因究明制度の構築
５．医療リスクに対する支援体制の
整備

○都市部の臨床研修病院について、医師不足地域での研修を支援する補助事業を創設

○医師不足地域等における研修医確保のため、研修プログラム等をＰＲする補助事業を創設

○都市部への研修医の集中是正のための医師臨床研修病院の定員見直しの実施に着手等

４．研修医の都市への集中の是正
のための臨床研修病院の定員の
見直し等

○病院内保育所の更なる拡充（24時間保育等の補助額の引上げなど）

○女性医師の復職のための研修を実施する病院を支援する補助事業を新たに創設

○就業相談機能を充実することにより、「女性医師バンク」の体制を強化 等

３．女性医師等の働きやすい職場環
境の整備

○交代勤務制等の導入を支援するための補助事業等を創設

○医師等の事務を補助する医療補助者の配置推進のためのモデル事業等の創設

○分娩数が少なく採算が取れない産科医療機関を支援する補助事業を創設

○診療報酬全体の見直しの中で勤務医の負担軽減のための方策についても検討 等

２．病院勤務医の過重労働を解消す
るための勤務環境の整備等

○国レベルの緊急臨時的医師派遣システムによる医師派遣として、６月２６日に６カ所への派遣、１０
月２９日に２カ所への派遣を決定

○国や都道府県の決定した医師派遣に協力する病院等に対する必要な経費の補助

○医師不足地域に対する医師派遣のための労働者派遣法施行令等の改正 等

１．医師不足地域に対する国レベル
の緊急臨時的医師派遣システム
の構築

具体的な取組み
緊急医師確保対策（平成１９年５月
３１日政府・与党）の項目

8



安心と希望の医療確保ビジョン安心と希望の医療確保ビジョン

○ 平成18年度の医療制度改革以後、医師不足や救急医療に対する不安など、医療に関する様々な問
題が指摘。

○ こうした問題に対し、将来を見据えた改革が必要であるため、あるべき医療の姿を示す
「安心と希望の医療確保ビジョン」の策定に向け、平成20年1月から厚生労働大臣の下で検討を開
始し、10回にわたる議論を経て、平成20年6月18日にとりまとめを行った。

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．具体的な政策 ～３本柱～

Ⅲ．医療のこれからの方向性

○現場地域のイニシアチブを第一とする ○改革努力を怠らない
○医療従事者のみならず、患者・家族等国民がみんなで医療を支えることが必要

○「治す医療」から「治し支える医療」へ

①医療従事者の数と役割

②地域で支える医療の推進

③医療従事者と患者・家族の協働の推進

医師数の増加（H9年閣議決定の見直し）、医師の勤務環境の改善（女性医師の離職防止・復職支援）、診療科の
バランスの改善等（産科・小児科等の増員方策の検討、麻酔科標榜の規制緩和）、
職種間の協働・チーム医療の充実 等

救急医療の改善策の推進（量的・質的な充実、地域全体でのトリアージ、夜間・救急利用の適正化）、「地域完結
型医療」の推進（医療計画に基づく医療連携体制の推進（地域連携クリティカルパス）、診療所機能の強化）、
在宅医療の推進、地域医療の充実・遠隔医療の推進 等

相互理解の必要性、医療の公共性に関する認識、患者や家族の医療に関する理解の支援 等

※ 厚生労働大臣の下に、副大臣、大臣政務官及び有識者によるアドバイザリーボードを設置。
アドバイザリーボード（敬称略）：辻本好子（NPO法人ささえあい医療人権センターCOML（コムル）理事長

野中博（野中医院院長）、 矢崎義雄（国立病院機構理事長）



経済財政改革の基本方針２００８ ～医療関連部分～

平成20年6月27日閣議決定

第5章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構築

１．国民生活を支える社会保障制度の在り方等

（２）重要課題への対応

①質の高い医療・介護サービスの確保

・ドクターヘリを含む救急医療体制の一層の整備を行う。また、産科・小児科

を始めとする医師不足の解消や病院勤務医の就労環境の改善のため、女性医

師の就労支援、関係職種間の役割分担の見直し、メディカルクラークの配置

等を進めるほか、診療科間、地域間の配置の適正化について現行の仕組みに

とらわれない効果的な方策を講ずる。その際、これまでの閣議決定に代わる

新しい医師養成の在り方（注）を確立する。さらに、今後は、在宅医療等地

域で支える医療の推進、医療者と患者・家族の協働の推進など、国民皆で支

える医療を目指して、改革を進める。

（注）「財政構造改革の推進について」（平成9年6月3日閣議決定）において、「大学医学部の整理・合理
化も視野に入れつつ、引き続き、医学部定員の削減に取り組む。」とされているが、早急に過去最大
程度まで増員するとともに、さらに今後の必要な医師養成について検討する。



 

 

 

 

介護人材の確保について 



福祉人材確保指針の見直しの概要
（平成１９年８月２８日厚生労働大臣告示第２８９号）

○ 指針が制定された平成５(１９９３)年以降の社会福祉を取り巻く状況の変化の中で、福祉・
介護ニーズがさらに増大するとともに、質的にも多様化・高度化。
○ 少子高齢化の進行等の下で生産年齢人口が減少し、労働力人口も減少が見込まれる一
方、近年の景気回復に伴い他の産業分野における採用意欲も増大している。福祉・介護
サービス分野においては、高い離職率と相まって常態的に求人募集が行われ、一部の地域
や事業所では人手不足が生じている。

このような中で、福祉・介護ニーズに的確に対応できる人材を安定的に確保していくために
経営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体が講ずるよう努めるべき措置について、改
めて整理を行うもの。

１．見直しの背景

２．就業の動向

・ 女性の占める割合が高い（介護保険サービス従事者の約８割）。
・ 非常勤職員の占める割合が近年増加（訪問介護サービス従事者の約８割）。
・ 入職者・離職者の割合が高い（入職率約２８％、離職率約２０％）。
・ 給与の水準は他の産業分野を含む全労働者の給与の平均と比較して低い水準。
・ 潜在的有資格者等が多数存在（介護福祉士４７万人のうち福祉・介護サービスに従事しているのは約２
７万人）。 等

今後のサービス需要の拡大に対応して必要となる従事者数の試算を提示。

（介護保険サービスに従事する介護職員は、平成１６年で約１００万人（労働力人口の約１．５％）であるが、
平成２６年には約１４０～１６０万人（同約２．１～２．４％）が必要）

福祉・介護サービスにおける就業の現況

福祉・介護サービスにおける今後の就業の見通し

○ 労働力人口の減少も見込まれる中で、福祉・介護ニーズ
の増大や多様化・高度化に対応していくため、福祉・介護
サービス分野を、人材の確保に最も真剣に取り組んでいか
なければならない分野の一つと位置付け。
○ 指針の本来の対象である社会福祉事業のほかに、介護保
険における居宅介護支援や特定施設入居者生活介護など、
これと密接に関連するサービスも合わせて「福祉・介護サービ
ス」と総称し、人材確保のための取組を共通の枠組みで整理

３．人材確保のための措置
○ ホームヘルパーの多数
を占める中高年層や就職
期の若年層など、それぞれ
のライフスタイルに応じた働
きやすい労働環境の整備
○ 従事者のキャリアアップ
の仕組みの構築とその社
会的評価に見合う処遇の
確保
等のための取組が必要。



そのほか、経営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体が、十分な連携を図りつつそれぞれの役割を果た
すことにより、従事者の処遇の改善や福祉・介護サービスの社会的評価の向上等に取り組んでいくことを明記。

労働環境の
整備の推進

キャリアアップの
仕組みの構築

福祉・介護サービス
の周知・理解

潜在的有資格者等
の参入の促進

多様な人材の
参入・参画の促進

○キャリアと能力に見合う給与体系の構築、適切な給与水準の確保、給
与水準・事業収入の分配状況等の実態を踏まえた適切な水準の介護報
酬等の設定、介護報酬等における専門性の高い人材の評価の在り方
検討
○労働時間の短縮の推進、労働関係法規の遵守、健康管理対策等の労
働環境の改善
○新たな経営モデルの構築、介護技術等に関する研究・普及 等

○施設長や生活相談員等の資格要件の見直し等を通じた従業者のキャ
リアパスの構築や研修体系
○従事者のキャリアパスに対応した研修体系の構築
○経営者間のネットワークを活かした人事交流による人材育成 等

○教育機関等によるボランティア体験の機会の提供
○職場体験、マスメディアを通じた広報活動等による理解の促進等

○潜在的有資格者等の実態把握／福祉人材センター等による相談
体制の充実／無料職業紹介等による就業支援・定着の支援 等

○ 高齢者への研修、障害者への就労支援等を通じた高齢者などの参
入・参画の促進 等

４．新たな指針のポイント

施設長・法人管理職等

サービスリーダー

正規雇用職員 非正規雇用職員
他分野
高齢者等

支援

人
材
確
保
の
安
定
化
・定
着
化

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

指針の実施状況を評価・検証し、必要に応じて見直す。



 

 

 

 

新型インフルエンザ対策

について 



新型インフルエンザ対策

○高病原性鳥インフルエンザウイルス（Ｈ５Ｎ１）のトリからヒトへの感染
による死亡例も報告され、ウイルスの変異により、ヒトからヒトに感染す
る新型インフルエンザの発生が危惧されている。

○平成１５年１１月以降、東南アジアの国々を中心に、トリからヒトへの
感染事例が後を絶たず、新型インフルエンザの発生に備えることが重
要。

流行年 通称 世界の死亡者数

１９１８－１９ スペインインフルエン
ザ

４，０００万人

１９５７－５８ アジアインフルエン
ザ

２００万人以上

１９６８－６９ 香港インフルエンザ １００万人以上

過去のパンデミックの規模と死者数の推計

※行動計画上の国内における被害想定人数

受診者数：最大２，５００万人、死亡者数：１７～６４万人

概要と現状

○人は新型インフルエンザに対する免疫を獲得してい
ないため、感染が爆発的に拡大するおそれがある。○新型インフルエンザ対策行動計画を策定し、さらにその具体的

な対策を行うための、新型インフルエンザに関するガイドライン
を平成１９年３月に定めた。

○重症化防止のため、抗インフルエンザウイルス薬を平成１９年
度までに、国・都道府県・流通備蓄分で２，８００万人分確保。

○新型インフルエンザに対するワクチンについて、平成１８年度に製
造した原液約１０００万人分（ベトナム株・インドネシア株）を備蓄するととも
に、平成１９年度にウイルスの変異に対応した新たな原液約１０００
万人分（中国安徽株）を備蓄。

○新型インフルエンザについて、入院勧告等の措置とともに、停留
等の水際対策を行うための法的な整備を実施。（５月２日公布）

○関係省庁及び自治体参加の下、新型インフルエンザの発生に
備えた訓練を３回実施。

具体的対策

訓練の風景

※平成１９年１１月関係省庁及び自治体参加の下、新型インフルエンザの全
国的な大流行を想定し、千葉県、成田空港検疫所での実地訓練等が行われ
た。

（感染国からの航空機
に対する検疫）

（自治体における対策本部会議）

○平成１９年１０月、新型インフルエンザ発生時に、必要に応じ、
内閣総理大臣を本部長とする対策本部を設置することを閣議決
定。



① ワクチン・抗インフルエンザウイルス薬の研究開発、製造、
備蓄の工程表作成

② ワクチン接種の対象者・優先順位の明確化
・ 医療従事者・社会機能維持に関わる業種・職種の範囲・
優先順位
・ 一般国民（小児、若者、高齢者、重症化ハイリスク者）に
おける優先順位

③ 水際対策の現場レベルでの具体化（停留場所の確保、関
係機関の連携強化等）

④ 自治体の取組体制の強化、地域医療体制の整備

⑤ 企業や政府における事業継続計画の策定など、社会機能
維持のための条件整備

⑥ 国民に対する広報・啓発

今後の主な検討事項



与党鳥由来新型インフルエンザＰＴの提言の主要事項 
平成 20 年 6 月 

 

 

○ 新型インフルエンザ発生時等の在外邦人の支援 

・在外邦人へ迅速かつ的確な発生情報の提供と早期帰国の勧奨 

・定期便運行停止後の帰国支援方策の検討（条件の許す限りで、政府専用

機等の活用方針の検討） 等 

 

○ 検疫体制の強化 

・ホテル等必要な停留施設及び検疫に必要な人員の確保 等 

 

○ 抗インフルエンザ薬（タミフル・リレンザ）の備蓄量の増加 

・現在の備蓄量（国・都道府県等でタミフル 2800 万人分備蓄、国民の 23％

相当）を最新の医学的知見や諸外国の備蓄状況等を踏まえて、国民の 40

～50％程度まで増加  

 

○ プレパンデミックワクチンの事前接種の検討 

・ 有効性、安全性を検証した上で、発生前の段階でのプレパンデミックワ

クチンの医療従事者及び社会機能の維持に関わる者等への接種の検討。 

・ また、段階的に上記以外の接種希望者へ接種対象の拡大の検討 

 

○ パンデミックワクチンの研究開発・製造体制の強化 

・ 現在、１年半前後かかるウイルス株の同定から全国民分のワクチン製造

までの期間を６ヶ月以内に短縮することが目標 

 

○ 保健所を中心とした地域の医療体制の確立 

・ 発生時に必要な入院病床や外来、人工呼吸器、個人防護具等の確保 等 

 

○ 個人、家庭、企業、学校、マスコミにおける取組の要請 

・個人・家庭における食料等の備蓄等の周知 

・社会機能維持に関わる企業の業務継続計画の策定等の要請 

・臨時休校等の迅速な意思決定方法の確立  

・国や自治体とマスコミの報道協定の必要性の検討 等 

 

○ 国・地方公共団体の危機管理体制の整備、自衛隊の活用方針の明確化等 

・ パンデミック時における自衛隊病院・医官等の活用    

・ 都道府県知事と自衛隊、警察、消防機関、海上保安機関との具体的連携

の検討  

・ 国立感染症研究所におけるインフルエンザウイルス研究センターの設置

等、対策を推進するための必要な体制の整備 等 



○ 鳥インフルエンザウイルス由来のウイルスが、

－ ヒトの世界に侵入、

－ヒト – ヒト間の伝播力を獲得

○ 人類は新しい型のウイルスに免疫を持たないので、

－全世界を巻き込む大流行となる。

－個人的にも免疫（抵抗力）が無いので重症化する可能性
あり

大きな健康被害（患者、重症患者、死亡者）が発生

２次的に社会活動・社会機能の停滞、低下

□ 新型インフルエンザ対策行動計画における流行規模の想定

●医療機関を受診する患者数：最大２，５００万人

●入院患者数：５３～２００万人

●死亡者数：１７～６４万人

新型インフルエンザとは

（参考）
スペインインフルエンザ（１９１８）
死亡者数 世界 ４０００万人

日本 ３９万人



○ 近年、東南アジアを中心に鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）が鳥から人に感染する事例が増加。
この鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）が人から人へ感染する形に変異し、新型インフルエンザ
として世界的に大流行することが危惧されている。

○ 新型インフルエンザが発生した場合の被害を最小限に食い止めるために、発生前後に必要な
対策を迅速かつ確実に実施するための法整備が求められている。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び検疫法の
一部を改正する法律の概要

【背景】

○ 第１６９回国会において成立

○ ５月２日公布、公布から１０日後（５月１２日）施行

① 感染症法上、鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）を二類感染症に位置づけ、鳥インフルエンザ
(Ｈ５Ｎ１)に対する入院措置等の法的根拠を整備。

・政令で指定する感染症については、２年間に限り、特例措置として入院措置等が可能
・政令指定されたインフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）は、平成２０年６月１２日で指定から２年経過するため、
法制化が必要

② 発生直後から対策を実施できるよう、新型インフルエンザを感染症法及び検疫法に位置づけ、
検疫措置、入院措置等の規定を整備。（注）Ｈ５Ｎ１型以外の新型インフルエンザが発生した場合にも対応が可能

③ 併せて、感染したおそれのある者に対する健康状態の報告要請や、外出自粛の要請規定の創
設、停留先施設に医療機関以外の施設を追加する等、まん延防止策を拡充。

【改正の概要】

【施行期日】



一類感染症 二類感染症 三類感染症 四類感染症 五類感染症 新型インフルエンザ等感染症

規定されている疾病名
エボラ出血熱
ペスト
ラッサ熱　　等

結核
ＳＡＲＳ
鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ(H5N1)　　等

コレラ
細菌性赤痢
腸チフス　　等

黄熱
狂犬病
マラリア　　等

インフルエンザ
性器ｸﾗﾐｼﾞｱ感染症
梅毒　　等

新型インフルエンザ※１

再興型インフルエンザ※２

疾病名の規定方法 法律 法律 法律 政令 省令 法律

隔離【検疫】 ○ × × × × ○

停留【検疫】 ○ × × × × ○

検査【検疫】 ○
×

※鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ（H5N1）は対象
×

×
※マラリア等は対象

× ○

無症状病原体保有者への適用 ○ × × × × ○

疑似症患者への適用 ○ ○（政令で定めるもの） × × × ○

入院の勧告・措置 ○ ○ × × × ○

就業制限 ○ ○ ○ × × ○

健康診断受診の勧告・実施 ○ ○ ○ × × ○

死体の移動制限 ○ ○ ○ × × ○

生活用水の使用制限 ○ ○ ○ × × △※３

ねずみ、昆虫等の駆除 ○ ○ ○ ○ × △※３

汚染された物件の廃棄等 ○ ○ ○ ○ × ○

汚染された場所の消毒 ○ ○ ○ ○ × ○

獣医師の届出 ○ ○ ○ ○ × ○

医師の届出
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（７日以内）
○

（直ちに）

積極的疫学調査の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○

建物の立入制限・封鎖 ○ × × × × △※３

交通の制限 ○ × × × × △※３

健康状態の報告要請 × × × × × ○

外出の自粛の要請 × × × × × ○

※１　新型インフルエンザとは、新たに人から人に伝染する能力を有することとなったウイルスを病原体とするインフルエンザであって、一般に国民が当該感染症に対する免疫を獲得していない
　ことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。

※３　２年以内の政令で定める期間に限り、政令で定めるところにより、適用することができる。

※２　かつて世界的規模で流行したインフルエンザであってその後流行することなく長期間が経過しているものとして厚生労働大臣が定めるものが再興したものであって、一般に現在の国民の
　大部分が当該感染症に対する免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。

感染症に対する主な措置等



新型インフルエンザ対策の体系

フェーズ３ （現段階） フェーズ４ フェーズ５ フェーズ６

状況 トリ・ヒト感染 ヒト・ヒト感染が発生
※ヒト・ヒト感染（血縁関係がある ※血縁関係がない場合
場合）を含む。

ヒト・ヒト感染
の大規模集団
発生

世界的大
流行（パン
デミック）

政府の体
制

関係省庁対策会
議（局長級）、行動
計画等の策定

関係閣僚会議（必要
に応じ）

新型インフルエンザ対策本部（総理・全閣僚）

感染防止

※感染拡
大をでき
る限り遅
らせる。

○検疫体制整備
○停留場所の確
保等
○防護服、マスク
等の整備

【初動対応】
○外国で発生の疑
い（危険情報発出、
検疫強化等）
○国内で発生の疑
い（入院措置）

○水際対策（検疫集約化、
入院措置・停留、入国制
限等） 解除

○地域封じ込め（外出自
粛、移動制限等）

医療体制
の整備

○地域の医療体制の整備
○抗インフルエンザウイルス薬（タミフル
等）の備蓄

○入院措置、タミフル等の投与 入院・在宅

予防（ワ
クチン）

○ワクチンの研究開発
○プレパンデミックワクチンの備蓄
（トリーヒト感染のウイルスから製造）

○ プレパンデミックワクチン等の接種の対
象者・優先順位の検討

○パンデミックワクチン製造・接種
（ヒト－ヒト感染のウイルスから製造）

啓発、訓
練等

○公共サービス等の事業継続計画策定推進 ○不要不急の社会活動等の自粛要請
○広報
○訓練（３回実施）

（注）ＷＨＯがフェーズ４を宣言する前に、関係閣僚会議を開催し、本格的な初動対応を行うことがありうる。

新型インフルエンザ対策行動
計画の策定（平成１７年１２月）



本部長 厚生労働大臣

本部長代理 厚生労働副大臣

厚生労働大臣政務官

副本部長 厚生労働事務次官

厚生労働審議官

本部員 各部局長

国立感染症研究所長

厚生労働省

新型インフルエンザ対策推進本部

新型インフルエンザ対策の推進体制

・サーベイランス
・予防と封じ込め
・医療
・情報提供・共有
・国際対応

新型インフルエンザ対策本部

新型インフルエンザ対策本部

法務省

経済産業省

農林水産省

外務省

高病原性鳥インフルエンザ対策本部

鳥および新型インフルエンザに関する外務省対策本部

国土交通省 新型インフルエンザ対策推進本部

※ 金融庁は、状況に応じ、災害対策本部に準じた本部を設置
※ 政府の対策本部設置に合わせ、財務省は、新型インフルエンザ対策委
員会、海上保安庁は、新型インフルエンザ対策本部を設置

文部科学省 新型インフルエンザ対策本部

新型インフルエンザ対策本部総務省

新型インフルエンザ対策本部消防庁

新型インフルエンザ対策本部

本部長：内閣総理大臣、 副本部長：内閣官房長官・厚生労働大臣、 本部員：全大臣

【発生時】

※新型インフルエンザ発生の疑いが強い場合、必要に応じて関係閣僚会議を開催
※平時においては、関係省庁対策会議（局長級）において対策を検討専門家による諮問委員会

平成１９年１０月 対策本部設置について閣議決定

警察庁 新型インフルエンザ対策委員会

防衛省 生物兵器対処委員会

新型インフルエンザ専門家会議



諸外国の状況

国名 日本 フランス イギリス オーストラリア スイス アメリカ

備蓄目標

（人口比）

２９３５万人分

（２３％）※

３３００万人分

（５３％）

３０００万人分

（５０％）

８７５万人分

（４２％）

２２５万人分

（ ３０％ ）

８１００万人分

（ ２７％ ）

＊リレンザを含む ＊リレンザを含む ＊リレンザを含む ＊リレンザを含む ＊リレンザを含む

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄について

■ 抗インフルエンザウイルス薬とは

インフルエンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによって、インフルエンザの症状を軽
減したり、発症を予防する薬剤。我が国においては、タミフルやリレンザ等が使用されている。

●タミフル

政府備蓄 １，０５０万人分（治療用）
３００万人分（予防投薬用）

都道府県備蓄 １，０５０万人分（治療用）
流通分 ４００万人分

計 ２，８００万人分

●リレンザ

政府備蓄のみ １３５万人分

■ 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄状況

○ 最新の医学的な知見や、直近の諸外国における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄状況等を勘案して、

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量を国民の４０～５０％に相当する量に引き上げる。

与党ＰＴの提言



国 日本 スイス アメリカ イギリス オーストラリア
プレパンデミッ
クワクチンの
備蓄量

２０００万人分

（１６％）

８００万人分

（１００％）

２０００万人分

（７％）

１６５万人分

（３％）

２５０万人分

（１２．５％）

接種対象者 医療従事者
社会機能維持者

全国民 医療従事者
社会機能維持者

医療従事者 医療従事者
社会機能維持者

接種方針 新型インフルエンザ発生後に接種開始

事前接種の有効性、
安全性について平成
２０年度に臨床研究
を実施

国内でトリーヒト感染
が発生した場合、医
療従事者等に接種を
検討

－ － －

（人口比）諸外国の状況

■ プレパンデミックワクチンとは

鳥－ヒト感染の患者または鳥から分離されたウイルスを基に製造されるワクチン。現在は鳥インフ
ルエンザウイルス（Ｈ５Ｎ１）を用いて製造。

■ プレパンデミックワクチンの備蓄状況

プレパンデミックワクチンに関する方針について

政府備蓄 平成１８年度 原液約１，０００万人分備蓄 （ベトナム株／インドネシア株）
平成１９年度 原液約１，０００万人分備蓄 （中国・安徽株）

○有効性、安全性を検証した上で、発生前のプレパンデミックワクチンの事前接種や、接種を希望する者への
接種対象者の拡大について検討。

○国民的議論を踏まえたプレパンデミックワクチンの接種対象者（社会機能維持者等）の範囲等の検討。

与党ＰＴの提言



国 日本 アメリカ スイス イギリス オーストラリア

パンデミック
ワクチンの
確保方針

細胞培養等の開発によ
り、全国民のワクチンを
６ヶ月以内に製造する体
制について整備をするこ
とを検討

細胞培養等の開発により、
全国民のワクチンを６ヶ
月以内に製造する体制
について２０１１年目標に
整備

ワクチン製造業者との事前契約により、全国民分の
ワクチンを確保

諸外国の状況

■ パンデミックワクチンとは

ヒト－ヒト感染を起こし、パンデミック（大流行）となるウイルスを基に製造されるワクチン。

■ 現行の製造体制

パンデミックワクチンに関する方針について

鶏卵培養
ウイルス株
の接種

ウイルス採取 不活化 精製

国民全員分のワクチンを製造するためには、新型インフルエンザの発生から
１年半前後の期間を要することが想定されている。

細胞培養では、鶏卵の代わりに細胞を用いて製造するため、資材調達や生産工程の管理等の観点から、製
造期間を短縮することができる。

○新型インフルエンザの発生後、ウイルス株が同定されてから６ヶ月以内に全国民分のパンデミックワクチンを

製造できるように、細胞培養等の研究開発を促進し、製造体制の強化を図る。

与党ＰＴの提言



段階 当該都道府県内の患者数
患者の
振り分け

入院医療を行う医療機関 入院の位置づけ

１ なし 発
熱
相
談
セ
ン
タ
ー

感染症指定医療機関（感染症病床）

勧告措置による入院
２ 数名～数十名 発

熱
外
来

感染症指定医療機関、

結核病床、一般病床をもつ医療機関

３ さらに増加 原則、全ての入院医療機関 入院措置解除

軽症者は自宅

重症者は入院

４ 膨大 病床の増設、公共施設等

５ 終息傾向 暫時解除 平常への復帰

医 療 体 制

■ 段階に応じた医療の提供

医療機関 左のうち陰圧施設あり

機関数 病床数 病床数

■ 感染症指定医療機関 ３４４ １，６９２ １，０３７

■ 結核病床を持つ医療機関 ３０７ １２，２７９ ３，３０５

合計 ６５１ １３，９７１ ４，３４２

（参考） 現在の感染症病床及び結核病床数

○新型インフルエンザ患者の数に応じ、感染症病床に加えて結核病床、一般病床を活用。

○感染が拡大し、入院措置の効果がなくなった場合、重症患者は入院、軽症患者は自宅療養とする。

○病院の収容能力を超えた場合、公共施設等において医療を提供。

○都道府県を中心とした発熱外来や入院病床、人工呼吸器等の確保などの医療体制を整備する。

○保健所を中心とした医療機関、市町村、消防等の連携による地域の医療体制を確立する。

与党ＰＴの提言



○ 広範囲な被害 → 社会活動全体の停滞
○ 被害が長期化 → １年以上にわたる対応が必要
○ 多数の従業員が同時に欠勤する等、人的影響が甚大

大流行時の自治体・事業所・一般家庭における対策

事前の啓発、準備が重要

■ 新型インフルエンザの被害の特徴

事業所自治体 一般家庭

発生前
○情報収集・提供
○独居高齢者等の把握
○食料等の供給体制整備

発生後
○情報収集・提供
○食料等の確保
○休校、集会自粛要請
○相談窓口の設置 等

発生前
○対策についての啓発
○食料等の備蓄

発生後
○感染拡大防止への協力
○不要不急の外出自粛

発生前
○各企業の業務運営体制の検討
○社会機能維持に関わる事業所
における業務継続計画の策定

発生後
○不要不急の事業活動の休止・
在宅勤務等
○社会機能維持に関わる事業所
における業務継続

○大流行時における高齢者や障害者等の要介護者や社会的弱者に対する生活支援体制を整備する。

○社会機能維持に関わる企業において、事業継続計画を策定する。

○個人・家庭における食料やマスク等の備蓄を周知する。

○学校の休校等の意思決定方法などについて明確化する。

与党ＰＴの提言



 

 

 

 

がん対策について 
 



国

民

○ がん予防の推進

○ がん検診の質の向上等

がん予防及び早期発見の推進

○ 専門的な知識及び技能を有する医師

その他の医療従事者の育成

○ 医療機関の整備等

○ がん患者の療養生活の質の維持向上

○ がん医療に関する情報の収集提供

体制の整備等

がん医療の均てん化の促進等

○ がんに関する研究の促進

○ 研究成果の活用

○ 医薬品及び医療機器の早期承認に

資する治験の促進

○ 臨床研究に係る環境整備

研究の推進等

がん対策基本法

がん対策を総合的かつ計画的に推進

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

地方公共団体

連携

がん対策推進基本計画

閣議決定・国会報告

厚生労働大臣
がん対策推進基本計画案の作成

都道府県

都道府県がん対策推進計画

がん医療の提供の状況等を
踏まえ策定

国



全ての患者・家族の安心

がん対策推進基本計画

がんによる死亡者の減少
（20%減）

全てのがん患者・家族の
苦痛の軽減・療養生活の質の向上

放射線療法・化学療法の推進、
これらを専門的に行う医師等の育成

治療の初期段階からの
緩和ケアの実施

がん登録の推進

がん医療
に関する
相談支援・
情報提供

医療機関の整備等

がんの
早期発見

が ん 研 究

すべての拠点病院で
「放射線療法・外来化学療法」

を実施

すべてのがん診療に携わる医師に
緩和ケアの基本的な研修を実施

院内がん登録を行う医療機関数の増加

すべての
２次医療圏に

相談支援センター
を設置し、研修を
修了した相談員

を配置
未成年者
の喫煙率
０％

受診率
５０％

がんの
予 防

原則、すべての２次医療圏に拠点病院を設置し、
５大がんの地域連携クリティカルパスを整備

重点的に取り組むべき事項



平成２０年７月１４日現在

１．都道府県がん対策計画策定状況

策定済 ４１自治体

未策定 ６自治体

未策定の６府県については、２０年度中に策定する予定

２．国のがん対策推進基本計画を上回る目標を設置した主な事例

○がんによる死亡者の減少の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３自治体

～国は１０年間でがんの年齢調整死亡率２０％削減～

①兵庫県（２５％削減）、②和歌山県（２５％削減）、 ③島根県（男性２６％ 削減：女性２０％削減）

○５年以内にすべての拠点病院で放射線療法及び外来化学療法を実施できる体制

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５自治体

①山形県、②石川県、③岐阜県、④山口県は整備済、⑤兵庫県は１年以内に整備

○５年以内に少なくとも都道府県がん診療拠点連携病院及び特定機能病院において、放射線療法
部門及び化学療法部門を設置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２自治体

①宮城県設置済、②富山県３年以内に設置

○がんの早期発見の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３自治体

～国は５年間でがん検診の受診率の５０％以上～

①宮城県（７０％以上）、②山形県（胃がん、大腸がん、乳がん６０％以上）、

③兵庫県（大腸がん、乳がん６０％以上）

都道府県がん対策推進計画の策定状況（概要）





がん検診に関連する平成２０年度予算について １８.３億円

○女性のがん検診に関する普及啓発推進事業 約１億円
○マンモグラフィ検診従事者研修事業 約１．６億円
○マンモグラフィ検診精度向上事業 約３．５億円
○がん検診実施体制強化モデル事業 約０．６億円
○マンモグラフィ遠隔診断支援モデル事業 約２．９億円
○乳がん用マンモコイル緊急整備事業 約８．７億円

平成１９年度

※ このほか、がん対策推進特別事業（平成20年度予算 13.4億円（緩和ケア研修部分を除く））において

も、がん検診に関連する事業の補助が可能となっている。

がん対策推進基本計画に基づく国の主な取組（がんの早期発見部分抜粋）

がん検診受診率５０％に向
けた取組の検討

平成２０年度 平成２２年度平成２１年度 平成２３年度個別目標

・効果的・効率的な受
診間隔や重点的に受
診勧奨すべき対象者
を考慮しつつ、５年以
内に、５０％以上とす
る
・すべての市町村に
おいて、精度管理・事
業評価を実施
・科学的根拠に基づ
くがん検診の実施

国・自治体・企業・
検診機関、患者団
体等が一体となっ
たがん検診受診率
向上に向けた広報
を全国的展開

今後の我が
国における
がん検診事
業評価の在
り方を検討

がん予防重点
健康教育及び
がん検診実施
のための指針
等を策定

精度管理・事業評価を実施

がん検診の受診率向上への取り組み



がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催指針について

緩和ケア
指導者研修会

○国立がんセンター等において、緩和ケアの普及啓発を
牽引する、各都道府県における指導者の育成を目的とし
た指導者研修会を開催

○各都道府県において、指導者研修会を修了した医師
を講師として、がん診療に携わる医師を対象とした、
緩和ケアについての基本的な知識を習得することを目的
とした研修会を開催

都道府県

地域のがん診療に携わる医師

各都道府県における

緩和ケアの指導者を育成

緩和ケア
研修会

緩和ケア
研修会

指導者研修会を
修了

研修会に参加

地域の
緩和ケア指導者

地域のがん診療に携わる医師

研修会に参加



がん診療連携拠点病院制度

都道府県

厚生労働省

協
力

・
支

援

国立がんセンター

がん対策情報センター

地域の医療機関等（病院、診療所（例：在宅療
養支援診療所）、かかりつけ医など）

＜拠点病院の役割＞

相談
支援

研修

●専門的ながん医療の提供等
（手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせ

た集学的治療の実施や治療の初期段階からの緩和ケア
の実施等）

●地域のがん診療の連携協力体制の構築
（研修や診療支援、患者の受入・紹介等）

●がん患者に対する相談支援及び情報提供

都道府県がん診療連携拠点病院
相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

診療
支援

研修

【都道府県がん診療連携協議会の設置】
・セカンドオピニオンを行う医療機関の一覧作成・広報
・地域連携クリティカルパスの一覧作成・共有
・各種研修計画の作成 等

患者の
受入・紹介

※ 医師、看護師、薬剤師等
によるチーム医療の提供

４７都道府県（３５１カ所）H２０年４月予定
・都道府県がん診療連携拠点病院：４７ 病院
・地域がん診療連携拠点病院 ：３０４病院

情報
提供

相談
支援 情報

提供

患者の
受入・紹介

診療
支援

（資料４）



1 

  

高齢者医療の円滑な運営のための負担の軽減等について 
    

 平成２０年６月１２日 

政 府 ・ 与 党 
 

 新たな高齢者医療制度は、これまでの老人保健制度の問題点を解決すべく、長年に

わたり、多くの関係者が議論を積み重ねた上で、国民皆保険制度を将来にわたり維持

するため、現役世代と高齢者でともに支え合うものとして設けられることとなった。 

 高齢者の方々の医療費を国民全体で分かち合っていく仕組みは、高齢者の方々の医

療を守っていくためにも必要であり、その円滑な運営を図るため、引き続き地方自治

体関係者とも十分連携しながら、制度の趣旨・必要性を懇切丁寧に説明し、ご理解を

いただく努力を重ねていく必要がある。 

 こうした中で、本年４月からの制度の施行状況等を踏まえ、制度の円滑な運営を図るた

め、高齢者の置かれている状況に十分配慮し、次の１から７の通り、きめ細かな措置を早

急に講ずるとともに、地方自治体関係者と十分連携して、さらに広く国民に周知する。 
 

１．保険料の軽減対策 

（１）所得の低い方への配慮として、７割軽減世帯のうち、長寿医療制度の被保険者

全員が年金収入 80 万円以下の世帯について、９割軽減とする。 

（２）所得割を負担する方のうち、所得の低い方（具体的には年金収入 210 万円程度

まで）について、所得割額を 50％程度軽減する。 

（３）これらの措置を講じてもなお保険料を支払えない事情がある方については、個

別の減免も含め、市区町村におけるきめ細かな相談体制を整備する。 

（４）これらの措置は、平成 21 年度から実施し、今年度においては、経過的な軽減

対策を講ずる。 

（５）以上の財源措置については、システム改修経費等の取扱いや概算要求基準との

関係を含め、政府・与党の責任において適切に対処する。 
 

２．年金からの保険料徴収については、以下の場合、申し出により普通徴収ができる

こととする。 

①国保の保険料を確実に納付していた者（本人）が口座振替により納付する場合 

②連帯納付義務者（世帯主又は配偶者）がいる者(年金収入が 180 万円未満の者) 

でその口座振替により納付する場合 
 
（注）65歳から74歳の国保に加入する世帯主の年金からの保険料徴収についても同様の扱いとする。 
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３．診療報酬における終末期相談支援料については、当面凍結することを含め、取扱いに

ついて中医協で議論を行い、速やかに必要な措置をとるとともに、検証する。後期高齢者

診療料についても、中医協で速やかに具体的な検証作業に着手する。 
 

４．制度についての広域連合及び市区町村の果たすべき役割と責任分担を明確に規定

する。さらに、国、都道府県、広域連合、市区町村を通じて一層の広報活動を行う

とともに、特に保険料に関する相談対応について、市区町村の役割を明確にする。 
 

５．長寿医療制度との関連で自治体独自の医療費助成事業や人間ドック費用への助成

事業の在り方について様々な指摘がある。これらの事業は、自治体独自の事業であ

ることから、それぞれの自治体において、その実情も勘案しつつ、高齢者の方々に

対する十分な情報提供や理解を得るための取組みを含め適切な対応を求める。また、

広域連合や市区町村の創意工夫による健康増進への取組みを促進する。 
 

６．本制度に基づく各種事務事業の実施に当たっては、分かりやすい説明、見やすい

印字などに心がけるべきであり、例えば、保険証の切替え時期には、印字を大きく

変更するなど高齢者の方々に十分配慮すべきである。 
 

７．資格証明書の運用に当たっては、相当な収入があるにもかかわらず保険料を納め

ない悪質な者に限って適用する。それ以外の方々に対しては、従前通りの運用とし、

その方針を徹底する。 
 

＜今後、与党においてさらに検討すべき課題＞  

（１）保険料軽減判定を個人単位で行うことについては、他制度との関連も含めて引

き続き検討し、早急に結論を得る。また、世帯内で個々人が加入する保険が異なる

こと等加入関係の変化に伴う問題についても、併せて検討する。 

（２）保険料の年金からの徴収の対象要件（年金額 18 万円以上）の引上げやいわゆ

る被扶養者の年金からの徴収の是非等そのあり方については、他制度への波及等も

含めて引き続き検討する。 

（３）70 歳から 74 歳の医療費自己負担増（１割→２割）及び被用者保険の被扶養者

の保険料負担についての平成 21 年４月以後の扱いについては、昨年 10 月の与党高

齢者医療制度に関するプロジェクトチームのとりまとめを踏まえ、引き続き検討す

る。 

（４）都道府県の関与の在り方について検討する。 

  なお、円滑な運営等について本制度の実施状況を十分検証しつつ、引き続き、与

党で検討し、適切に対応していくこととする。 



「高齢者医療の円滑な運営のための負担の軽減等について」
（６月１２日政府・与党とりまとめ）の実施状況について

項目 実施状況（予定）

１．保険料の軽減 ７月中旬（減額賦課まで） 各広域連合において条例改正

７月中旬まで 標準システムへの減額賦課用改修プログラムのインストール

７月下旬 減額賦課処理

２．普通徴収の対象者の拡大 ７月２５日 改正政令を公布

８月上旬まで 普通徴収への切り替えを希望する者は市区町村に申請

８月２５日まで 市町村は要件を満たす者の１０月分の特別徴収について中止依
頼

３．終末期相談支援料及び後期高齢者診療料 ６月２５日 中医協に終末期相談支援料の算定凍結を諮問・答申

７月 １日 相談支援料の算定を凍結

相談支援料、高齢者診療料ともに、中医協において検証作業に着手

４．広域連合と市区町村の役割と責任分担 ７月２５日 市区町村の事務として「後期高齢者医療に係る広報及び保険料等に
関する相談に関する事務」を明記した政令を、公布済

５．自治体独自の医療費助成事業や人間ドック費用
への助成事業の在り方

7月23日、各都道府県に対し、医療費助成事業の助成要件の見直しの検討、関
係者に対する事業内容の情報提供等について、通知により依頼済み。

６月２６日 全国会議にて、人間ドックを含む健康増進事業の実施について、市
町村及び広域連合で検討することを依頼

６．事務事業実施に当たっての分かりやすい説明、
見やすい印字等

６月２６日 全国会議にて、次の被保険者証の一斉切替え時期などに向けて、被
保険者証の印字を大きくするなどの必要な措置を講じるよう、広域連合に指示

７．資格証明書の運用 ６月２６日 全国会議にて、広域連合ごとに、統一的な運用基準を設けるよう指示



高齢者医療の負担のあり方に関する当面の対応について 
 

平成２０年７月１７日 
与党高齢者医療制度に関するプロジェクトチーム 

 
 新たな高齢者医療制度は、国民皆保険制度を将来にわたり維持するた

め、現役世代と高齢者でともに支え合うものとして設けられたものであ

り、その円滑な運営を図るため、本年６月１０日に「高齢者医療の円滑

な運営のための負担の軽減等について」をとりまとめ、６月１２日に政

府･与党として決定したところである。 
その各項目については、政府において着実に実施し、その定着を図る

必要がある。また、「さらに検討すべき課題」として整理した項目につい

ても、引き続き、本プロジェクトチームにおいて検討していくこととす

るが、このうち、７０歳から７４歳の医療費自己負担増（１割→２割）

及び被用者保険の被扶養者の保険料負担の軽減策については、平成２１

年度も実施が必要であるとの認識で一致した。 
 その具体的内容については、今後の状況を踏まえながら結論を得るも

のとし、その平成２１年度分の予算措置については、補正予算での対応

を含め、予算編成過程において検討し、国の責任において適切に対処す

る。 
また、６月１２日の政府・与党決定に盛り込まれた保険料の軽減対策

等に係る平成２１年度分の予算措置についても、同じく、適切に対処す

る。 
 
 



７割軽減
５割軽減

年金収入

応
益
分

〔被
保
険
者
均
等
割
〕

応
能
分

〔所
得
割
〕

１６８万円 １９２．５万円 ２３８万円

１７３万円
７５％

１９３万円
５０％

１６８万円
１００％

○ 東京都は、独自の保険料軽減策として、年金収入208万円までの被保険者について、所得割

額を100％、75％、50％、25％軽減する措置を講じている。

○ 平成２０・２１年度に限定した措置。

２割軽減

年金収入でみた軽減イメージ

所得割賦課ライン
１５３万円

旧ただし書所得
（年金収入）

所得割額の
軽減割合

15万円
（168万円）

まで
100%

20万円
（173万円）まで 75%

40万円
（193万円）まで 50%

57万円
（210万円）程度

まで
25%【９割軽減】

① ７割軽減世帯のうち、長寿医療制度の被保険者の全員が年金収入で８０万円以下（その他の各種所

得はない）の世帯について９割軽減とする。

② 所得割を負担する方のうち、所得の低い方（具体的には、年金収入153万円から211万円までの被

保険者）について、所得割額を50％程度（※所得に応じて軽減率を変えることも検討）軽減する措置

を講じる。

③ このような措置を講じてもなお保険料が上昇し、これを支払うことができない特別の事情がある者

については、広域連合条例に基づく個別減免を行うことも含め、市町村においてよりきめ細かな相談

を行える体制を整備する。

平成2１年度の対応

２１０万円程度
２５％

【夫婦世帯の例（妻の年金収入１３５万円以下の場合）】



平成2０年度の対応

①２１年度までの措置として、２０年度については、７割軽減世帯で８月まで年金から支払っている方

については、１０月からは保険料を徴収しないこととする。なお、７割軽減世帯で納付書等で納めて

いただく方にも同等の軽減措置を講ずる。（８．５割軽減。月額保険料は、全国平均で約１，０００

円→約５００円)

②所得割を負担する方のうち、所得の低い方（具体的には、年金収入153万円から211万円までの被保険

者）については、平成２０年度は、原則一律５０％軽減とする。

７割軽減
５割軽減

年金収入

応
益
分

〔被
保
険
者
均
等
割
〕

応
能
分

〔所
得
割
〕

１６８万円 １９２．５万円 ２３８万円

２割軽減

年金収入でみた軽減イメージ

所得割賦課ライン
１５３万円

２１０万円

50％軽減

【８．５割軽減】

【夫婦世帯の例（妻の年金収入１３５万円以下の場合）】



長寿医療制度における保険料の特別徴収に係る対策

【現行制度の内容】
○ 市町村は、長寿医療制度における保険料について、原則として年金から特別徴収することが法律上義務づけら
れている。

○ ただし、災害その他の特別の事情があることにより、特別徴収の方法によって保険料を徴収することが著しく
困難であるものその他政令で定めるもの※については、普通徴収によることとしている。

○ したがって、法律上、特別徴収を被保険者ごとの完全な選択制とすることはできない。

※ 年金額が18万円未満の者 又は
長寿医療制度の保険料と介護保険料との合算額が年金額の1／2を超える者

＜参考＞高齢者医療確保法第１１０条において準用する介護保険法第１３５条第１項
第百三十五条 市町村は、高齢者医療確保法第百十条において準用する前条第一項の規定による通知が行われた場合においては、当該通知に係る被保
険者（災害その他の特別の事情があることにより、特別徴収の方法によって保険料を徴収することが著しく困難であると認めるものその他政令で定めるもの
を除く。）に対して課する当該年度の保険料の全部（厚生労働省令で定める場合にあっては、その一部）を、特別徴収の方法によって徴収するものとする。た
だし、当該通知に係る被保険者が少ないことその他の特別の事情があることにより、特別徴収を行うことが適当でないと認められる市町村においては、特別
徴収の方法によらないことができる。

【対策の内容】

年金からの保険料徴収については、以下の申し出をし、確実な納付が見込まれる者として
市町村が認める場合に普通徴収ができることとする。

① 国保の保険料を確実に納付していた者（本人）が口座振替により納付する場合
② 連帯納付義務者（世帯主又は配偶者）がいる者（年金収入が180万円未満の者）でそ
の口座振替により納付する場合



主な
イベント

賦課決定通知書発送

国

地方
（広域
連合・市
区町村）

長寿医療制度に関する今後の動き

７月 ８月 ９月 １０月
１１月～２１年

３月

○新聞広告
7/23

・制度の趣旨･改善
策･口座振替への
切替

○広報用DVD配布

８月下旬～９月上旬
・制度の趣旨･改善策等

○ リーフレット配布
８月上旬

・制度の趣旨･改善策
・被扶養者から初めて
保険料徴収が開始
されるお知らせ

○賦課変更決定通知
書にリーフレットを同
封 ８月上～中旬
・保険料軽減措置
（特別対策の保険料軽減措置
による変更決定であることを
お知らせ）

○広報誌、ＨＰ掲載等
・保険料軽減措置
・年金からの支払い

(10月) について

変更決定通知書発送

●

年金から
の支払い(10月)
中止依頼期限

8/25

口座振替への切替申出

○新聞折込広告
８月中

･制度の趣旨、改善策、
・被扶養者から初めて
保険料徴収が開始さ
れるお知らせ

○新聞広告（予定）
・長寿医療制度及び
国保の年金からの支
払い開始(10月)

・被扶養者から初めて
保険料徴収が開始さ
れるお知らせ

○賦課決定通知書に
リーフレットを同封
６月～７月中旬

○政府公報TV、ラジオ
９月下旬
・10月年金からの支払い
開始（国保の年金からの
支払開始含む）
・被扶養者から初めて保
険料徴収が開始される
お知らせ

4月～6月

○２１年度の広報実施計画の策定
・予算編成

○ HP、リーフレットの逐次改訂
新聞記事下広告等

・被扶養者の９割軽減の延長

・平成２０年度8．5割軽減対象者の軽減
内容の変更等

厚労省作成リーフレット等を用いた、周知広報活動、
特に政令で規定された市区町村の役割に基づく住民への説明会等の開催・実施

○広報誌、ＨＰ掲載等
・被扶養者の９割軽減の延長
・平成２０年度8．5割軽減
対象者の軽減内容の変更等

○年金振込通知書
（年金保険者から送付）
・年金からの支払い
(10月)のお知らせ

・被扶養者からの保険料徴収開始（約２００万
人）

・システム等の理由により年金からの支払い
未実施自治体での特別徴収開始（約９０万
人）

・ 国保での年金からの支払い開始（大都市を
中心に 6割の自治体。最大約300万人）

年金から
の支払い
10/15
●




